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平成 29 年度決算 土庄町の財務書類について
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統一的な基準による財務書類４表には、次のような相互関係があります。

財務書類の相互関係

統一的な基準による財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの３年間を準備期間とし、

全ての地方公共団体において作成するように要請されています（平成27年１月23日付総務大臣通知「統

一的な基準による地方公会計の整備促進について」）。土庄町はこの要請に基づき、平成29年度決算にお

いて統一モデル財務書類の４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算

書）を作成しましたので、その報告を行います。

作成基準日
作成基準日は、会計年度の最終日である平成30年３月31日です。

平成30年４月1日から５月31日までの出納整理期間の収支については、作成基準日までに終了したも

のとして処理しています。

◎貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計

外現金残高を足したものと対応します。

◎貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変動

計算書の本年度末残高と対応します。

◎行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。



平成 29 年度決算 土庄町一般会計等財務書類

◎有形固定資産・無形固定資産
道路や学校など、土庄町が保有する公共施設の総額

◎投資等
特定の目的で積立てた基金や出資金の総額

◎流動資産
現金預金や現金化しやすい未収金などの総額

◎負債
地方債の残高や退職手当引当金などの総額
将来世代が負担する金額

◎純資産
道路や学校などの整備の財源として受けた国や県からの補助金や地方税などの総額
これまでの世代が負担してきた金額
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貸借対照表 (バランスシート )

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金
インフラ資産 退職手当引当金
物品 損失補償等引当金

無形固定資産 その他
投資その他の資産 流動負債

流動資産 1年内償還予定地方債
現金預金 未払金
未収金 未払費用
短期貸付金 前受金
基金 前受収益
棚卸資産 賞与等引当金
その他 預り金
徴収不能引当金 その他

【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分）

（単位：千円）

純資産合計 18,919,699

資産合計 30,247,089 負債及び純資産合計 30,247,089

1,574
2,520,137

3,053,972
500,555
33,651

1,976,742

130,962
71,416

0

867,757
760,711

0

8,227,122

△ 10,795,130

負債合計 11,327,391

29,714,829

0 71,515
0 24,254

△ 1,945 7,052

4,225
0

科目 金額 科目 金額

1,642,301
0

10,049

27,193,117 10,459,634
25,144,959 8,795,194
16,786,875 12,090

貸借対照表は、平成30年 3月 31日時点で土庄町が保有している資産と、その資産を取得するために使

ったお金の調達方法を表しています。現金の収支に注目する従来の決算書では把握することができなかっ

た、土庄町の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。

※端数処理のため、合計額が合わない場合があります



※人口（14,100人）は、平成30年3月末のものを使用しています。

○流動負債

約73万円

約6万円

長期的に返していく必要がある
借金

来年に返す予定の借金

○固定負債

負債＝

将来支払わなければならない

お金（ローンの残高など ）

単位：（万円）

借方＝現在保有している資産の総額

約223万円

純資産＝すでに支払ったお金

土地や建物の購入のために、

親からの援助金や自己資金

など

約131万円
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貸方＝資産取得時の資金の調達方法

約223万円の支払い方法

所有している土地や

建物、車など

約180万円

有価証券や定期預金など

約21万円

現金や普通預金など

約22万円

貸借対照表を住民一人当たりの家計簿に置き換えると・・・

貸借対照表の主な分析指標

純資産比率 64.4%
現在保有している資産について、現世代でどのくらい既に支払ったかを示す指標です。

純資産比率 ＝ 純資産合計 20,335,919千円 ÷ 資産合計 31,567,589千円
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有形固定資産減価償却率 60.4%
償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求めることで、施設の老朽化具合を示す指標

です。

有形固定資産減価償却率 ＝ 減価償却累計額22,643,645千円 ÷ 償却資産 37,473,787千円
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行政コスト計算書

◎人件費
職員給与のほかに、賞与引当金や退職手当引当金の繰入

額が計上されています。

◎物件費
物件費のほかに、施設の維持修繕費や減価償却費が計上

されています。

◎その他の業務費用
支払利息、貸付金、火災保険料などが計上されています。

◎移転費用
移転費用には、社会保障給付や他会計への繰出金、補助

金などが計上されています。

◎経常収益
行政サービスの直接対価である使用料や手数料、

財産貸付収入、現金利子、雑入などが計上
されています。

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入）に関わらない支出
と、行政サービスの対価として得られた収入を計上しています。経常費用が経常収益を上回っています
が、これは行政コスト計算書上の収入に、行政サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。

純資産変動計算書

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加より資産の増加のほうが多かったことを示していま
す。逆に純資産が減少した場合は、行政コストが多くかかっていたり、資産の増加より負債の増加が多
かったことを示しています。

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを
表しています。純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国県
からの補助金など）があり、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復
旧などで臨時的に必要となった支出などが計上されています。

（単位：千円）

（単位：千円）
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資金収支計算書

◎業務活動収支
行政サービスを行う中で、毎年継続的に発生する収入と支出の金額が集計されています。

◎投資活動収支
学校、道路などの公共施設の整備や積立金、貸付金などの収入と支出の金額が集計されています。

◎財務活動収支
地方債などの借入や償還などの収入と支出の金額が集計されています。

（単位：千円）

貸借対照表の現金が１年間でどのように変化したのかを示しています。現金の使い道により、3つの区
分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのかが分かります。


